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平成 30 年度 厚生労働科学研究費補助金（肝炎等克服政策研究事業） 
分担研究報告書(自治体 follow up 調査班) 

 
先行都市と政令市のフォローアップ事業の実態 
 

研究分担者：是永 匡紹  国立国際医療研究センター 肝炎情報センター 
研究協力者：茄子  碧  堺市健康福祉局健康部保健所  
研究協力者：西田 道弘  さいたま市保健所 地域保健支援課  
研究協力者：村山 清敬  大阪府健康医療部保健医療室 

 
研究要旨：平成 14 年から老人保健事業、平成 20 年からは健康増進事業等で、自治体
主導の（基本/特定）健診時に行われる肝炎ウイルス検診等の取り組みにより、千葉県
では 120 万人以上が肝炎ウイルス検査を受検し、HBV,HCV 陽性者をそれぞれ約 1万人掘
り起こした一方で、それぞれ継続受診率や HCV 排除数は不明である。健康増進事業で
は保健指導をすることが定められており、市町は受診確認を自主的におこなっている
が、特定感染検査事業で肝炎ウイルス検査を行っている政令市では受診確認率の実態
は不明である。平成 26年から重症化予防事業のもと陽性者をフォローアップすること
なり、今回、各政令市の受診確認率を明らかにすることを目的とし、自治体訪問を行
ったところ、さいたま市、堺市等では 50%以上の受診確認を毎年おこなっており、成功
事例を水平展開してくことが今後必要である。 

A. 研究目的 
平成 14 年から老人保健事業、平成 20 年

からは健康増進事業等で、自治体主導の（基

本/特定/がん）健診時に行われる肝炎ウイ

ルス検診等により、約 2000 万人が受検済で

あるが、その陽性者の何％が専門医を受診

し、継続受診をしているは不明である。平

成26年度より開始された重症化予防事業に

伴うフォローアップ事業（＝事業に同意さ

れた陽性者に対して、初回精密検査費用助

成等を案内し、年 1 回受診確認を行い、ま

た受診確認ができない事業参加者には電話

等を行う）の実態を確認するため、主に政

令市を中心に自治体訪問を行った。 

 

B. 研究方法 
検討１：自治体で積極的に受診確認を行っ

ている地域（宮城県、鳥取県、岩手県）の

成績 

検討 2：特定感染検査事業によって肝炎ウイ

ルス検査を行っている都道府県（佐賀県、

大阪府、山口県） 

検討 3：特定感染検査事業によって肝炎ウイ

ルス検査を行っている政令市（さいたま市、

堺市） 

 

C. 研究結果 
検討１：先行地域のデータ 

 
(図 1 鳥取県の受診確認率) 
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(図 2 岩手県の受診確認率) 
 

 

(図 3 宮崎県の受診確認率 70%以上) 
 

 

検討 2： 都道府県の受診確認率 

 

 （図 4 県が実施する肝炎ウイルス検査） 

 
 

（図5 大阪府の陽性者受診確認率 50%以上） 

 

 

 

（図 6 佐賀県の陽性者受診確認率 50%以上） 

 

 

 
 
(図 7 山口県では同意が取れていても受診確
認はされていない） 
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（図 8 埼玉県では陽性者を拠点病院と連携
して受診確認を行っている） 
 
 

 
（図 9 拠点病院にて郵送・電話にて受診・
受療確認を行っているが受診確認は 50%） 
 

 

検討 3： 政令市の受診確認率 

 

（図 10 政令市の特定感染検査事業は約 20

万件で、札幌、横浜、名古屋、広島、北九

州、福岡で約 10万件）

 
(図 11 全政令市でフォローアップ事業を開

始しており、検査前同意は半数で導入して

いる→大阪市は H30 より開始） 

 

 
（図 12 さいたま市、堺市でも 50%以上の受

診確認が可能） 

 

 

（図 13 両市では検査前同意を採用） 
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（図 14 検査前同意が得られた陽性者に 

対して 数か月後に調査票を送付、返信・

未受診者には電話によって受診確認の有無

を行う。また電話は 3 回、曜日・時間を変

えて行う） 

 

 
（図 15 調査票には研究班が作成した陽性

者向けのリーフレットを送付していた） 

 

D. 考察 
フォローアップ事業が始まる前から受診

確認を積極的におこなっていた地域でも受

診確認率は 50%に留まる。 

都道府県が行う肝炎ウイルス検査では、

受検～受診・受療まで個人情報が集約され

るが、肝炎ウイルス検査数は全体の 10%にし

か過ぎず、佐賀県・大阪府でも受診確認率

は 50%であり、山口県の様にその実態を把握

していない地域もある。 

政令市の多くは、特定感染検査事業で肝

炎ウイルス検査を行っているが、全ての都

市でフォローアップ事業を行っているとさ

れ、実際さいたま市、堺市は積極的に受診

確認を行っている。その一方で 200 名以上

の陽性者を認める都市（S 市、Y 市）では、

その対応に苦慮されている。 

 また毎年、同意する陽性者が増え続ける

ことに不安を覚えている地域もあり、受診

継続確認方法については、更なる簡便な方

法が求められると推察する。 

 

E. 結論 
政令市は人口も多く、年度毎の陽性者も

100 名以上となる。まずは、同意書を検査時

に取得し、陽性者に対して初回精密検査利

用を含めて、適切な受診勧奨を行い、専門

医受診を繋げることが、必要である。 

そのためには、年度毎の受診確認率 50%

以上を目指し、受診が確認できない陽性者

には再勧奨を行うことが望まれる。 

 

F. 健康危険情報 
なし 

 

G. 研究発表 
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なし 
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